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別紙 

 

令和７年度 学校運営連絡協議会実施報告書 

 

１ 組織 

（１）都立蒲田高等学校 学校運営連絡協議会（全日制課程） 

（２）事務局の構成 主幹教諭(教務主任兼務)＝事務局長 

（３）内部委員の構成 

校長、副校長２名、経営企画室長、主幹教諭(教務部担当)、主幹教諭(生活指導部担当) 

主幹教諭（進路指導部担当）、主幹教諭（保健担当）計８名 

（４）協議委員の構成 

東京女子体育大学常任理事・教授、大田区立蒲田中学校長、元東京都立蒲田高等学校長 

蒲田本町一丁目会長、大田区蒲田東特別出張所長、NPO法人ピボットフット理事長 

片柳学園グループ取締役社長、東京都立蒲田高等学校同窓会副会長、東京都立蒲田高等学校 PTA会長 

計９名 

 

２ 令和７年度学校運営連絡協議会の概要 

（１）学校運営連絡協議会（第１～３回）の開催日時、出席者、内容、その他 

第１回 令和７年６月 13日（金）内部委員８名、協議委員８名 

協議委員委嘱、評価委員選出、学校経営計画、今年度の取り組みについて説明、意見交換 

第２回 令和７年 10月９日（木）内部委員８名、協議委員８名 

授業公開、これまでの教育活動に関する報告、協議委員からの教育活動に対する意見、 

学校評価の内容検討、協議 

第３回 令和８年２月 16日（月）内部委員５名、協議委員８名 

学校評価アンケートの結果、これまでの教育活動に関する報告 

（２）評価委員会の開催日時、会場、出席者、内容、その他 

第１回 令和７年 10月９日（木）内部委員１名、協議委員２名 

今年度の学校評価の観点・項目、内容の検討、実施時期の検討 

第２回 令和８年２月 16日（月）内部委員２名、協議委員２名 

書面開催：事前にいただいた御意見に基づき、アンケート集計結果の分析・考察、課題の整理 

 

３ 学校運営連絡協議会による学校評価（学校評価報告） 

（１）学校評価の観点 

   「学習指導」「生活指導」「進路指導」「教育相談・美化指導」「地域との連携」について具体的な改善

を図ることができるよう、評価項目を順に並べ、実施する。 

（２）アンケート調査の実施時期等 

ア 11月下旬から 12月中旬 全校生徒   回収率：88.6％ 

イ 11月下旬から 12月中旬 保護者全員  回収率：73.4％ 

ウ 11月下旬から 12月中旬 地域・住民  回収率：17.5％ 

エ 11月下旬から 12月中旬 教職員    回収率：100％ 

（３）評価結果の概要  

ア 学習指導 

①については、1 年生が約９割、２，３年生は 9 割以上で肯定的な回答をしており、ＩＣＴ機器を活

用した授業づくりやユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業実践が全校的取組となってきている

結果と考える。 

また、このことが③の生徒や教職員の肯定的数値が上昇したことと関連していると考えられる。（③に

ついては教員への質問内容を明確にし、文言を変更して実施した。） 

一方で、②の意欲的な学習への取組については、生徒自身の肯定的回答率が下がっており、生徒の意

欲喚起を図っていく必要がある。特に、昨年度までの 1年生は９割弱の肯定的回答に対し、現１年生の

肯定的数値が７割弱のため、学年ごとに丁寧な取組が必要と考える。 

④⑤については、生徒と、保護者、教員との回答に乖離が見られる。教員については「きめ細かく手

厚い学習指導」や授業規律が守られている「学習環境」についての共通認識が必要であると考える。共

通認識のもと、学校から保護者に対して、日々の教育活動をわかりやすく情報発信し、周知を図ってい

くための改善を行っていく。 
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イ 生活指導・学校生活 

⑥については、保護者の肯定的回答率が下がり、肯定的回答率が上昇している生徒、教員との乖離が

見られる。生徒への段階に応じた指導に協力いただくためにも、本校の指導内容については、周知の方

法等、改善に努める必要がある。 

⑦については、３者ともに肯定的回答率が上がっており、充実した学校行事を行うことができた結果

と判断する。 

⑧については、３者ともに肯定的回答率が下がっている。次年度に向けて、生徒が期待する部活動を

明確にするとともに、教員の指導体制等を整えるところから改善を図っていく必要がある。 

⑨については、生徒の肯定的回答率は上がっている一方で、保護者からの肯定的回答率は下がった。 

⑩についても、保護者からの肯定的回答率は下がっている。体罰の根絶やいじめ防止に関する取り組

みを継続し、日頃の教育活動の様子等を保護者にお伝えすることができるよう、また、個々の相談に適

切に対応することができるよう、改善を図っていく必要がある。 

ウ 進路指導 

⑫⑬⑭ともに、生徒の肯定的回答率が上がっている一方で、保護者、教員ともに肯定的回答率は下が

り、乖離が見られる。系統的で組織的なキャリア教育を推進するとともに、その具体的な進路指導内容

は保護者にも伝わるように情報発信等の工夫を図らなければならない。 

エ 教育相談・美化指導 

⑮⑯ともに、生徒、保護者の肯定的回答率は上がっている。今年度はスクールカウンセラー（ＳＣ）、

ユースソーシャルワーカー（ＹＳＷ）ともに本校への配置人数が増え、相談体制の充実を図ることがで

きたことが大きい要因と考えられる。次年度も外部人材を活用し、教育相談体制の充実を継続する。 

オ 地域との連携 

今回の回答には、「生徒に会う時がないためによくわからない」や「保護者ではないのでホームページ

を見ることはない」、「あまり関心を持っていなかったことに気付かされた」という意見が寄せられ、回

答できないことによる無回答が増えた。地域の行事等に関わるとともに、学校公開に関する情報提供等

も積極的に行い、地域の中でも生徒を育てていただけるように改善を図っていく。 

 

４ 「学校が良くなった」と考える協議委員の割合 

（１）協議委員人数 ９人 

（２）学校が良くなったと答えた協議委員の人数 

 

そう思う 
多少そう 

思う 

どちらとも

言えない 

あまりそう

思わない 

そう思わ 

ない 
分からない 無回答 

９ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

５ 職員会議及び企画調整会議への協議委員の参加実績及び成果 

【実績】  職員会議 ０回 延０人    企画調整会議 ０回 延０人 

【成果】  出席無し 

 

６ その他 

特になし 


